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(57) 要 約 ：
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部 品点数の増加 を抑 える と共 に、装置 全体が大型化す る ことが な く、簡便 な操作 で切 り替 え操作 を行
うことがで きる伝達機構 及 び、 この伝達機構 を備 えたァクチ ユエ一 タを提供す る。 入 力軸 か らの駆動
力を出力軸 に伝達す る伝達機構 で あって、前記 入 力軸側か ら駆 動 力を付与 され る第一の 回転部材 と、前
記 出力軸 に駆動 力を付与す る第二の 回転部材 と、前記 第一の 回転部材 と共 に回転 し、前記 第二の 回転部
材 を前記第一の 回転部材 と同心配置す るよ うに貫通す る貫通軸 と、前記第二の 回転部材の前記 第一の 回
転部材側 に配 され て前記 第二の 回転部材 と共 に回転す る第一の拘束部 と、前記 貫通軸 と共 に回転 し、前
記第一の拘束部 と係脱 自在 に配置 され た第二の拘束部 を備 え、前記貫通軸 が前記 第二の 回転部材 の一端
か ら突 出す る。



明 細 書

発明の名称 ：伝達機構及びこの伝達機構を用いたァクチユエ一タ

技術分野

[0001 ] 本発明は、入力軸から入力される駆動力を出力軸に伝達する伝達機構及び

この伝達機構を用いたァクチユエ一夕に係り、特に、入力軸がロック等 して

回転不能となつた場合であつても、出力軸に駆動力を付与することができる

フエ一ルセ一フ機能を備えた伝達機構及びこの伝達機構を用いたァクチユエ

一夕に関する。

背景技術

[0002] 従来より、電動操作と手動操作とを切り替えて、例えば入力軸がロックし

てしまった場合の操作上、作業上の安全性の確保及び、操作性、作業性を向

上させた手動操作機構付きの伝達機構を備えたァクチユエ一夕が知られてい

る。

[0003] このような伝達機構は種々の構造が知られており、例えば、以下の特許文

献 1 に示すように、筐体に取り付けられたレバ一部材によって回動操作軸を

回動させ、該回動操作軸の回動によってスライ ド部材を進退させて手動操作

及び電動操作の切り替えを行っている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 8 _ 2 5 6 0 3 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] しかし、従来の切り替え構造によると、筐体からレバ一部材が大きく突出

しており、ァクチユエ一タ全体の寸法が大型化 してしまうと共に、操作が大

がかりとなってしまうという問題を有 していた。さらに、回動操作軸が回動

可能な構成とするために、伝達機構の部品点数が多くなつてしまい、筐体自

体も大型化 してしまうという問題をも有 していた。



[0006] 本発明は、上記課題を解決するために成されたものであって、部品点数の

増加を抑えると共に、装置全体が大型化することがなく、簡便な操作で切 り

替え操作を行うことができる伝達機構及び、この伝達機構を備えたァクチュ

ェ一タを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明に係る伝達機構は、入力軸からの駆動力を出力軸に伝達する伝達機

構であって、前記入力軸側から駆動力を付与される第一の回転部材と、前記

出力軸に駆動力を付与する第二の回転部材と、前記第一の回転部材と共に回

転 し、前記第二の回転部材を前記第一の回転部材と同心配置するように貫通

する貫通軸と、前記第二の回転部材の前記第一の回転部材側に配されて前記

第二の回転部材と共に回転する第一の拘束部と、前記貫通軸と共に回転 し、

前記第一の拘束部と係脱自在に配置された第二の拘束部を備え、前記貫通軸

が前記第二の回転部材の一端から突出することを特徴とする。

発明の効果

[0008] 本発明によれば、入力軸側から駆動力を付与される第一の回転部材と、出

力軸に駆動力を付与する第二の回転部材と、第一の回転部材と共に回転 し、

第二の回転部材を第一の回転部材と同心配置するように貫通する貫通軸と、

第二の回転部材の前記第一の回転部材側に配されて第二の回転部材と共に回

転する第一の拘束部と、貫通軸と共に回転 し、第一の拘束部と係脱自在に配

置された第二の拘束部を備え、貫通軸が第二の回転部材の一端から突出して

いるので、第一の拘束部と第二の拘束部の拘束の解除を第二の回転部材から

突出した貫通軸を押すことで行うことができるので、簡便な構成且つ簡便な

操作で手動操作と電動操作とを切 り替えることができる。

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1] 本発明の実施形態に係る伝達機構を用いたァクチユエ一夕の構造を説明

するための断面図。

[ 図2] 本発明の実施形態に係るァクチユエ一夕に用いられるボールね じ装置の

構造を説明するための一部断面図。



[ 図3] 本発明の実施形態に係る伝達機構に用いられる第一の回転部材の正面図

[ 図4 ] 本発明の実施形態に係る伝達機構に用いられる第二の回転部材の側面図

[ 図5] 本発明の実施形態に係る伝達機構に用いられる貫通軸の側面図。

[ 図6] 本発明の実施形態に係る伝達機構の構造を説明するための斜視図。

[ 図7] 本発明の実施形態に係る伝達機構の構造を説明するための斜視図。

発明を実施するための形態

[001 0] 以下、本発明に係る伝達機構及びこの伝達機構を用いたァクチユエ一夕の

実施形態について図面を参照 しつつ説明する。なお、以下の実施形態は、各

請求項に係る発明を限定するものではな く、また、実施形態の中で説明され

ている特徴の組み合わせの全てが発明の解決手段に必須であるとは限らない

[001 1] 図 1 は、本発明の実施形態に係る伝達機構を用いたァクチユエ一夕の構造

を説明するための断面図であり、図 2 は、本発明の実施形態に係るァクチュ

ェ 一 夕に用いられるボールね じ装置の構造を説明するための一部断面図であ

り、図 3 は、本発明の実施形態に係る伝達機構に用いられる第一の回転部材

の正面図であり、図 4 は、本発明の実施形態に係る伝達機構に用いられる第

二の回転部材の側面図であり、図 5 は、本発明の実施形態に係る伝達機構に

用いられる貫通軸の側面図であり、図 6 及び図 7 は、本発明の実施形態に係

る伝達機構の構造を説明するための斜視図である。

[001 2 ] 図 1 に示すように、本実施形態に係る伝達機構 3 0 を用いたァクチユ エ 一

タ 1 は、入力軸 1 0 を有する駆動源 1 2 と、出力軸 2 0 とを有 しており、入

力軸 1 0 と出力軸 2 0 との間に伝達機構 3 0 が介在 している。なお、 これら

の構成部品は筐体 2 に収納されてァクチユ エ 一 タ 1 を構成 している。

[001 3 ] 駆動源 1 2 は、電動モータなど種々の要素部品を用いることができ、入力

軸 1 0 に対 して回転運動を行う回転力を付与 している。また、入力軸 1 0 に

は、入力歯車 1 1 が取 り付けられており、該入力歯車 1 1 によって、伝達機



構 3 0 に回転力 を伝達 している。

[0014] 出力軸 2 0 は、軸受 2 2 によって回転可能 に保持 されてお り、 出力軸 2 0

に取 り付 け られた出力歯車 2 1 によって伝達機構 3 0 か ら回転力 を付与 され

る。

[001 5] な お、 出力軸 2 0 は、ボールね じ装置 3 を構成 してお り、 出力軸 2 0 へ伝

達機構 3 0 を介 して回転力が付与 されて回転 することによって、 この回転運

動 をナ ッ ト2 3 の直線運動 に変換 している。 なお、ボールね じ装置 3 は、筐

体 2 に取 り付 け られた外筒 2 5 に収納 されてお り、外筒 2 5 の一端 か ら伸縮

自在 に伸縮部 2 4 が配置 されている。 さ らに、 ナ ッ ト2 3 には、平行 キ一 2

6 が取 り付 け られてお り、該平行 キー 2 6 が外筒 2 5 の内周 に長手方向に沿

つて形成 されたキ一溝 2 7 と係合 することでナ ッ ト2 3 の回転 を規制 してい

る。

[001 6] 伸縮部 2 4 は、 円筒状 の部材であ り、一端 がナ ッ ト2 3 に取 り付 け られる

ことで、 ナ ッ ト2 3 の移動 に伴 って移動 すると共 に、 内周側 に出力軸 2 0 を

収納可能 に形成 されている。 このように、伸縮部 2 4 が円筒状 に形成 される

ことで、伸縮部 2 4 が外筒 2 5 内に収め られた状態で も、 出力軸 2 0 と伸縮

部 2 4 とが干渉することがないので、 ァクチ ユエ一タ 1 をコンパ ク トに形成

することが可能 となる。

[001 7] 図 2 に示すように、本実施形態 に係 るァクチ ユエ一タ 1 に用い られるボ一

ルね じ装置 3 は、外周面 に所定の リー ドで螺旋状 の転動体転走溝 2 0 a が形

成 されてね じ軸 と して構成 された出力軸 2 0 と、該 出力軸 2 0 が貫通するナ

ッ 卜孔 2 3 c を備 え円筒形状 に形成 されると共 に、 ナ ッ ト孔 2 3 c の内周面

に出力軸 2 0 に形成 された転動体転走溝 2 0 a と対向する負荷転動体転走溝

2 3 a が形成 されたナ ツ 卜2 3 とを備 え、転動体転走溝 2 0 a と負荷転動体

転走溝 2 3 a との間に複数 のボール 2 9 を配列 して出力軸 2 0 とナ ッ ト2 3

とが螺合 している。 なお、 ナ ッ ト2 3 は、 円筒形状 に限 られず、例 えば軸方

向 と直交する断面形状 が外形矩形状等の筒状 に形成 して も構わない。

[001 8] この ように構成 されたボールね じ装置 3 は、 出力軸 2 0 とナ ッ ト2 3 との



相対的な回転 によってナ ツ 卜2 3 が出力軸 2 0 の軸線方向に沿 って運動する

ように構成 されている。

[001 9] ナ ッ ト2 3 は、鋼等の金属で円筒形状 に形成 されてお り、その外周面には

ナ ツ 卜2 3 を相手部品に固定するためのフランジ 2 3 b がナ ツ 卜2 3 の径方

向に延びて形成 されている。 また、ナ ッ ト孔 2 3 c の軸線方向の両端 にはシ

—ル部材 2 8 が取 り付 けられてお り、該シ一ル部材 2 8 によって出力軸 2 0

とナ ツ 卜2 3 との間に塵埃等が浸入することを防止すると共に、ボール 2 9

に塗布 された潤滑剤がボールね じ装置 3 の外部 に漏出することを防止するこ

とができる。

[0020] また、ナ ッ ト2 3 には、転動体転走溝 2 0 a を転走 したボール 2 9 の進行

方向を変えて転動体転走溝 2 0 a のもとの位置に戻す方向転換路が内周に形

成 された リターンパイプ 2 9 a が取 り付 けられている。 この リターンパイプ

2 9 a によって、転動体転走溝 2 0 a を出力軸 2 0 の周方向に転走 したボ一

ル 2 9 がもとの位置に戻されることでボール 2 9 の無限循環を実現 している

。 さらに、 リターンパイプ 2 9 a は、ナ ッ ト2 3 の径方向に沿 って穿孔され

た取付孔に揷入 して固定されている。

[0021 ] 伝達機構 3 0 は、第一の回転部材 3 1 と第二の回転部材 3 2 とを備えてお

り、第一の回転部材 3 1 と第二の回転部材 3 2 とを同心配置するように、該

第一の回転部材 3 1 および第二の回転部材 3 2 を貫通する貫通軸 3 3 によつ

て組み合わされている。なお、本実施形態において、第一の回転部材 3 1 お

よび第二の回転部材 3 2 は共 に歯車である。

[0022] 図 3 に示すように、第一の回転部材 3 1 は、外周に第一の歯部 3 1 a が形

成 され、その中心 に上述 した貫通軸 3 3 が貫通する中心孔 3 4 a が穿孔され

ている。 また、中心孔 3 4 a には、切 り欠 き上の溝 3 4 が形成 されている。

[0023] 図 4 に示すように、第二の回転部材 3 2 は、外周に第二の歯部 3 2 a が形

成 され、一端 に軸方向に延びる操作手段取付部 3 7 が形成 され、他端面に第

—の拘束部 3 5 が形成 されている。 さらに、第二の歯部 3 2 a と操作手段取

付部 3 7 を貫通するように、貫通孔 3 6 が形成 されている。なお、第一の拘



束部 3 5 は、当該貫通孔 3 6 の外縁に沿って複数形成されており、軸方向に

突出する爪部として形成されている。また、操作手段取付部 3 7 の外周には

、第二の回転部材 3 2 を手動で回転させるための工具等を取 り付けできるよ

うに工具に合わせた面取 り等が施されている。

[0024] 図 5 に示すように、貫通軸 3 3 は、長尺の円柱状部材であり、上述 した第

—の拘束部 3 5 と係合する第二の拘束部 3 8 が形成されている。具体的には

、第二の拘束部 3 8 は、第一の拘束部 3 5 の爪部と対応するように当該爪部

と係合する溝状の係合部として形成されている。

[0025] 第二の拘束部 3 8 の軸方向の両端には、歯車取付部 3 9 及び延長部 4 0 が

軸方向に延設 しており、該歯車取付部 3 9 を第一の回転部材 3 1 の中心孔 3

4 a に揷入 し、延長部 4 0 を第二の回転部材 3 2 の貫通孔 3 6 に揷入するこ

とで、伝達機構 3 0 として一体に組み合わせている。

[0026] また、歯車取付部 3 9 には、軸方向に沿ってキ一溝 3 9 a が形成されてお

り、当該キ一溝 3 9 a に揷入された突起としてのキ一4 4 が第一の回転部材

3 1 に形成された溝 3 4 と係合することで、貫通軸 3 3 と第一の回転部材 3

1 とを一体に回転させることができるようになつている。

[0027] なお、第一の回転部材 3 1 は、貫通軸 3 3 と共に第二の回転部材 3 2 の貫

通孔 3 6 に沿って軸方向に移動可能に配置されている。

[0028] さらに、貫通軸 3 3 は、付勢手段 4 1 によって第二の回転部材 3 2 側に付

勢されている。付勢手段 4 1 は、貫通軸 3 3 を第二の回転部材 3 2 側に付勢

することができればどのような部材を適用 しても構わないが、例えばコィル

スプリングを用いると好適である。

[0029] また、第二の回転部材 3 2 の操作手段取付部 3 7 は、筐体 2 の外部に突出

しており、さらに、操作手段取付部 3 7 の端面からは、貫通軸 3 3 の延長部

4 0 が突出している。なお、第二の回転部材 3 2 は、筐体 2 にC クリップ等

によつて軸方向には移動不能に取 り付けられている。

[0030] 次に、図 6 及び 7 を参照 して本実施形態に係る伝達機構 3 0 の動作につい

て説明を行う。図 6 に示すように、通常使用される電動操作の状態では、付



勢手 段 4 1 に よ って貫 通軸 3 3 が第 二 の 回転 部 材 3 2 側 に付 勢 され て い るの

で、 貫 通軸 3 3 に形 成 され た第 二 の拘 束部 3 8 と、 第 二 の 回転 部 材 3 2 に形

成 され た第 一 の拘 束部 3 5 とは互 い に係合 して い る。 この状 態 で は、 第 一 の

回転 部 材 3 1 と第 二 の 回転 部 材 3 2 とが共 に回転 す るの で、 入 力歯 車 1 1 の

回転 力 が伝 達機 構 3 0 を介 して 出力歯 車 2 1 に伝 達 され る。

[0031 ] 次 に、 手 動 操 作 へ の切 り替 え は、 図 7 に示 す よ うに、 操 作手 段取 付 部 3 7

か ら突 出 して い るボ タ ン状 の延 長部 4 0 を押 し込 む こ とで行 う。 第 一 の 回転

部 材 3 1 は、 上 述 した よ うに軸 方 向 に移 動 可 能 に取 り付 け られ て い るの で、

延 長部 4 0 を押 し込 む こ とで、 第 一 の拘 束部 3 5 と第 二 の拘 束部 3 8 との係

合 が解 除 され、 た とえ駆動 源 1 2 の故 障 や 入 力軸 1 0 の 固着 な どに よ って入

力軸 1 0 が 回転 不 能 とな った場合 で あ って も第 二 の 回転 部 材 3 2 を単独 で 回

転 させ る こ とが で きる。 な お、 第 二 の 回転 部 材 3 2 の 回転 は、 素手 に よ る作

業 を行 って も構 わ な い し、 操 作手 段取 付 部 3 7 に所 定 の工具 な どの操 作手 段

を取 り付 け る こ とで 回転 させ て も構 わ な い。 この よ うに構 成 す る こ とで小 さ

な力 で 出力軸 2 0 に容 易 に回転 させ る こ とが で きる と共 に、 電動 操 作 中 は操

作手 段 を取 り外 す こ とで ァ クチ ユエ 一 夕の大 きさ を コ ンパ ク 卜に形 成 す る こ

とが で きる。

[0032] この よ うに、 本 実施 形 態 に係 る伝 達機 構 3 0 を用 いた ァ クチ ユエ 一 タ 1 は

、 付 勢部 材 4 1 に よ って貫 通軸 3 3 を付 勢 して い るの で、 第 二 の 回転 部 材 3

2 か ら突 出 した延 長部 4 0 を押 す作業 だ けで手 動 操 作 と電動 操 作 とを切 り替

え る こ とが で きる。 この よ うに構 成 す る こ とで、 部 品点数 の削減 を図 る こ と

が で き、 伝 達装 置 3 0 の全 体 の大 きさ を コ ンパ ク 卜に形 成 す る こ とが で きる

。 また、 延 長部 4 0 を押 す だ けで手 動 操 作 へ の切 り替 えが で きるの で、 従 来

の切 り替 え操 作 に比 べ て非 常 に簡 便 な操 作 で切 り替 え操 作 を行 う こ とが で き

る。

[0033] な お、 本発 明 は、 上 記 実施 形 態 に限 られ る こ とはな く、 本発 明 の要 旨を変

更 しな い範 囲 にお いて、 種 々の変 更 が可 能 で あ る。 例 え ば、 本 実施 形 態 の伝

達機 構 で は、 第 一 の拘 束部 と第 二 の拘 束部 とを爪部 と係合 部 と して構 成 した



場合について説明を行ったが、第一の拘束部と第二の拘束部はこれに限られ

ず、例えば摩擦板を用いて第一の回転部材と第二の回転部材とを一体に回転

させるように構成 しても構わない。

[0034] また、本実施形態では、第一の回転部材及び第二の回転部材を一対の歯車

を用いて形成 した場合について説明を行ったが、第一の回転部材及び第二の

回転部材の形態はこれに限られず、例えば、複数の歯車を歯合させて減速機

構を構成 しても構わない。

[0035] また、本実施形態では、第一の回転部材及び第二の回転部材を歯車を用い

これらを互いに歯合させた場合について説明を行ったが、第一の回転部材及

び第二の回転部材の形状はこれに限られず、例えば、第一の回転部材及び第

二の回転部材をタイミングベル ト車，スプロケッ卜及びプーリ等で構成 し、

入力軸と第一の回転部材及び出力軸と第二の回転部材とを其々タイミングべ

ル 卜，チェ一ン及びベル トを張渡 して構成 して駆動力の付与な構成としても

構わない。

[0036] また、本実施形態では、ボールね じ装置としてリターンパイプを用いたボ

—ルね じ装置について説明を行ったが、ボールね じ装置はこれに限られず、

例えばデフレクタを用いた無限循環式のボールね じ装置を採用 しても構わな

いし、有限循環式のボールね じ装置又は、転動体を有さない摺動式を採用 し

ても構わない。その様な変更又は改良を加えた形態も本発明の技術的範囲に

含まれうることが、特許請求の範囲の記載から明らかである。

符号の説明

[0037] 1 ァクチユエ一タ， 1 0 入力軸， 1 2 駆動源， 2 0

出力軸， 3 0 伝達機構， 3 1 第一の回転部材， 3 2 第二

の回転部材， 3 3 貫通軸， 3 4 溝， 3 5 第一の拘束部，

3 6 貫通孔， 3 8 第二の拘束部， 4 4 キ一。



請求の範囲

[ 請求項 1] 入力軸か らの駆動力を出力軸 に伝達する伝達機構であ って、

前記入力軸側か ら駆動力を付与 される第一の回転部材 と、

前記出力軸 に駆動力を付与する第二の回転部材 と、

前記第一の回転部材 と共 に回転 し、前記第二の回転部材 を前記第一

の回転部材 と同心配置するように貫通する貫通軸 と、

前記第二の回転部材の前記第一の回転部材側 に配 されて前記第二の

回転部材 と共 に回転する第一の拘束部 と、

前記貫通軸 と共 に回転 し、前記第一の拘束部 と係脱 自在 に配置 され

た第二の拘束部 を備 え、

前記貫通軸が前記第二の回転部材の一端か ら突出することを特徴 と

する伝達機構。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の伝達機構 において、

前記貫通軸 を前記第二の回転部材側 に付勢する付勢手段 を備 えるこ

とを特徴 とする伝達機構。

[ 請求項 3 ] 請求項 1 又は 2 に記載の伝達機構 において、

前記第一の回転部材 と前記貫通軸 とは、前記第一の回転部材 と前記

貫通軸のいずれか一方 に軸方向に沿 って形成 された溝 と、 いずれか他

方 に形成 された突起 とが係合することを特徴 とする伝達機構。

[ 請求項 4 ] 請求項 1 か ら 3 のいずれか 1 項 に記載の伝達機構 において、

前記第二の回転部材の一端 には、操作手段が着脱可能 に形成 される

ことを特徴 とする伝達機構。

[ 請求項 5 ] 請求項 1 か ら 4 のいずれか 1 項 に記載の伝達機構 において、

前記第一の拘束部 は、前記第二の回転部材の端面か ら前記第一の回

転部材 に向か って突出する爪部であ り、

前記第二の拘束部 は、前記爪部 と係合する係合部であることを特徴

とする伝達機構。

[ 請求項 6 ] 入力軸 と、



出力軸 と、

前記入力軸か らの駆動力を前記出力軸 に伝達する請求項 1 か ら 5 の

いずれか 1 項 に記載の伝達機構 とを備 えることを特徴 とするァクチュ

ェ一タ。
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